



経済研究所 / Institute of Developing













































































































































までの大きな変化は，1994 年の 60 歳未満定年の禁

































































































































































成立し（改正法は 2014 年 5 月施行），2016 年から
いよいよ 60 歳定年制が段階的に義務化されること
になった。あわせて韓国政府は，定年延長や雇用延
長の促進を目的としながらも，企業の人件費負担増
に鑑みて，一定年齢以上の賃金水準を抑制する「賃
金ピーク制」の導入や普及に対する支援を進めてい
る。企業の賃金カーブに変化を与えうる「賃金ピー
ク制」の導入は，労使間の自主決定に委ねられるも
のの，企業の高齢者雇用や高齢者の就業選択，そし
て政府の高齢者雇用政策そのものにも影響を与える
重要なファクターとなろう。また，日本で 60 歳定
年制が義務化された当時とは異なり，現在の韓国で
は 60 歳以上を定年としている企業は決して多くな
いため，制度変更そのものが労働市場に与えるイン
パクトは大きいことが予想される。したがって，定
年延長や雇用の柔軟性に関する仮説①および②が，
果たして今後の韓国においても真に実証されるの
か，今後のさらなる研究に期待したい。
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